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要旨：東海道新幹線の土木構造物は供用を開始して既に 40 年以上が経過している。これまで，鉄筋コンクリ

ート構造物については，予防保全として中性化対策のための表面保護工を実施しているが，将来にわたり健

全性を維持するためには，現在の構造物の健全度を適切に評価し，その結果に基づく適切な補修・補強をし

なければならない。本報告では，鉄筋の腐食度に着目した非破壊による健全度評価手法の提案を行うととも

に，塩分や中性化により劣化が進んだ鉄筋コンクリートの新しい防錆工法の開発，耐力低下が進んだ高架橋

の全断面修復にかわる耐力補強工法の開発，これらを組み入れた補修フローの考え方について詳述する。 
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1. はじめに 

 東海道新幹線は，1964 年 10 月の営業開始から既に 40

年以上が経過した。最近では，最高速度 270km/h の高速

運転，1 日当たり最大 350 本を超える高密度運転となっ

ている。将来にわたり引き続き東海道新幹線の安全かつ

正確な運行を維持するためには，列車を支える構造物の

適正な維持管理が重要である。 

鉄道構造物の維持管理は，平成 19 年 1 月に国土交通

省鉄道局から「鉄道構造物等維持管理標準」が制定され

るとともに，本標準に解説を加えた実務の指針となる

「鉄道構造物等維持管理標準・同解説」1)が刊行され，

これらに基づき維持管理を行っている。 

本標準におけるフローでは，目視によるひび割れの状

態やコンクリートの剥離・剥落の状態，鉄筋の露出状態

などの定性的な評価から，場合によっては個別の検査も

実施することで中性化や塩害，アルカリ骨材反応等の変

状要因を究明し，個別の補修・補強対策を実施すること

としている。しかし，この方法ではコンクリート構造物

の耐力や性能（耐久性能、使用性能や安全性能）の低下

度の評価となっていないという課題がある。 

これに対して山陽新幹線では，耐力の判定に鉄筋径の

測定等により推定した実耐力を設計耐力により除した

値である公称安全率を指標とし，補修工法の選定に中性

化の残り深さ，塩分含有量，鉄筋腐食度を指標として組

み合わせた補修フロー2)（図－1）を用いているが，評価

判定方法が細分化され過ぎているほか，この検査方法で

は実構造物を傷めることとなる。 

本稿では，山陽新幹線の補修フローにおけるいくつか

の課題について解決を図り，新たに東海道新幹線の補修

フローを策定するために研究開発した成果について述

べる。 
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図－1 山陽新幹線における補修フロー 

 

具体的には，公称安全率が低い構造物や鉄筋腐食が進

んだ構造物に対する補修工法として，現在の全断面修復

工法では耐力の回復は不明である上，スラブを対象とし

ている。そこで，耐力上重要である梁も含めた新しい構

造物の耐力補強工法について提案する。 

次に，鉄筋の腐食はコンクリートの中性化のみでなく，

塩分との複合劣化により生じることから，中性化が進ん

だ場合や塩分を含むコンクリートに対する表面保護工

は効果がないことが懸念され，著者らは研究を進めてい

る。そこで，このような場合においては，一般的な補修

工法である脱塩・再アルカリ化工法にかわる経済的で効

果の持続性が期待できる新しい電気化学的鉄筋防錆材

注入工法を開発し，選択補修工法にするとともに表面保
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護工の選択肢を排除した。 

さらに，補修工法の選定の際の指標である鉄筋腐食率

の調査手法について，鉄筋を採取することなく現地で簡

易に鉄筋の腐食量を推定できるポータブル型蛍光Ｘ線

分析装置の導入を提案し，その有効性を検証した。 

 

2. 補修フローの提案 

2.1 東海道新幹線ＲＣ構造物維持管理の現状 

東海道新幹線の土木構造物では，東京から新大阪まで

の 515.8km のうちコンクリート構造物が 148km あり，大

半の 118km が高架橋である。東海道新幹線では建設当時

設計・施工の能率化を考慮してできるだけ単純化し，か

つこれを標準化するよう努められた。この標準設計とい

う考え方により，対策工法についても標準化することが

可能であるというメリットがある。 

東海道新幹線における維持管理フローは，標準 2)に準

拠した図－2 に示される。主に目視により全般検査を行

い，ひび割れの状態，コンクリートの剥離・剥落の状態，

表面の汚れや錆汁等から定性的に健全度評価を行う。こ

の結果，A 判定とされたものについては機器類を用いた

詳細な個別検査を実施して，変状要因を究明した後，補

修を実施する。 
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図－2 東海道新幹線における維持管理フロー 

 

コンクリート構造物のうち橋脚や高架橋の柱につい

ては，固有振動数に着目した定量的な健全度評価 3),4),5)

を実施している。しかし，スラブや梁については，これ

まで中性化による鉄筋の腐食のみに着目して対策を実

施してきた。したがって，これらの劣化による耐力低下

に対する対策工法は未だ確立されていない。 

 また，東海道新幹線のコンクリート構造物については，

これまでの現地調査の結果から，塩害やアルカリ骨材反

応はほとんど見られず，経年によるコンクリートの中性

化進行に起因する鉄筋の腐食のみが劣化の課題である

とされた 6）。このため，東海道新幹線ではコンクリート

の中性化の進行を抑制する目的により，「予防保全」と

して表面保護工を 2000 年から実施している。表面保護

工の施工のために，固有な維持管理仕様書である「東海

道新幹線鉄筋コンクリート構造物維持管理標準 7）」を制

定している。 

 しかし，ひび割れ部を中心に中性化が鉄筋に一部到達

しているコンクリート構造物が稀に見られ，また，ごく

一部の橋梁において施工時の混和剤由来や沿岸部の飛

来塩分による内在塩分の多いコンクリート構造物の存

在が確認されている。このような場合には表面保護工に

よる内部鉄筋の腐食抑制効果が期待できないため，別の

補修工法に依存する必要があると考えられる。 

2.2. 提案する補修フロー 

 東海道新幹線では，中性化によるコンクリートの劣化

を防止するため，ひび割れの多い橋梁から順に表面保護

工を実施してきた。しかし，中性化の進行度は橋梁によ

りばらつきがあるとともに，将来にわたり全ての橋梁が

表面保護工により耐力の低下を防止できるとは限らな

い。したがって，東海道新幹線コンクリート橋梁 148km

の全数について，将来にわたり健全性を維持するための

健全度判定および補修工法選定フローにより対策を実

施することが望まれる。 

 そこで，山陽新幹線の補修フローをもとに，課題を解

決することで改良した補修フローの案を図－3に示す。 
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 図－3 コンクリート構造物の補修工法選定フロー案 

 

本フローにおける判定の内容は下記を指標としてい

る。最初の全般検査による目視では，構造物表面のひび

割れ，浮き箇所の有無を判定する。これにより，ひび割

れ，浮きのない健全な構造物についてはこれまでどおり

中性化を防止するための予防保全として，表面保護工を
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施工するものとする。耐力の判定は，鉄筋腐食が進んで

いると推定される箇所の鉄筋抜き取りまたはかぶりコ

ンクリートはつり後のノギスによる鉄筋径の測定等に

より推定した実耐力を，設計耐力により除した値である

公称安全率を指標とする 2)。変状程度の分類として，叩

き落とし率またははつり率，および鉄筋腐食度を指標と

する。叩き落とし率とは，部材面積に対して，当該点検

においてハンマー等により叩き落とした面積の割合を

言う。はつり率とは，叩き落とした周囲を，鉄筋の腐食

状況が点錆程度になるまで，電動ピック等ではつり取っ

た面積の部材断面に対する割合を言う。鉄筋腐食度はポ

ータブル型蛍光Ｘ線分析装置による鉄筋表面の錆の状

態の評価レベルである。 

 採用する補修工法については，これまでの中性化防止

対策としての表面保護工のほか，電気化学的防錆材注入

工法 8),9)，構造物の部材または全体を補強する耐力補強

工法を導入している。 

山陽新幹線の補修フローと異なる本フローの特徴は，

公称安全率が低い構造物や鉄筋腐食が進んだ構造物に

対する補修工法として，現在の全断面修復工法にかわり

構造物の耐力を補強する新しい工法を採用しているこ

とである。また，これまで一般的に採用されてきた脱

塩・再アルカリ化工法にかえて，経済的で効果の持続性

がある，新しく開発した電気化学的鉄筋防錆材注入工法

を取り入れていることである。本工法は中性化が深く進

行し鉄筋の腐食が進んでいる場合にも適用可能であり，

しかも工法のメカニズムの面から塩分を多量に含む場

合にも効果を発揮すると期待され，補修工法選定のフロ

ーにおいて中性化深さや塩分量のようなコア採取また

はドリル粉採取といった破壊調査を省略している。さら

に，鉄筋腐食率の調査手法について，鉄筋を採取するこ

となく現地で簡易に鉄筋の腐食量を推定できるポータ

ブル型蛍光Ｘ線分析装置を導入することである。 

次章以降においては，本フローの特徴である耐力補強

工法，電気化学的防錆材注入工法の考え方，ポータブル

蛍光Ｘ線分析装置による鉄筋腐食度評価の適用の可能

性について紹介する。 

 

3. 耐力補強工法の提案 

 鉄筋腐食が進行し，公称安全率が低下した構造物や叩

き落とし率の大きい構造物，鉄筋腐食率の大きい構造物

に対しては，山陽新幹線のフローにおいては全断面修復

工法を採用することとなっている。しかし，全断面修復

工法はその耐力回復に対する効果が不明である。また，

耐震も含め将来的に耐力を補強する場合があることを

考慮すると，これまで柱や橋脚については補強方法が存

在するが，梁やスラブについては補強方法が確立してい

ない。そこで，本フローにおいて公称安全率，叩き落と

し率，鉄筋腐食率を評価基準とした補強工法を提案した。  

 先に述べたとおり，東海道新幹線における構造物は標

準設計がなされており，対策工法についても標準化が可

能である。対策工法のパースを図－4 に示す。基礎の増

打ち杭，フーチング拡大後，既設縦梁を受けるフレーム

を構築するものである。 

 

補強前 補強後

補強工

補強前 補強後

補強工
 

図－4 耐力補強工法概念図 

 

 本補強工は，既設縦梁の剛性が低下した場合に，補強

工により列車活荷重を分担し，既設縦梁の断面力および

変形量が小さくなるよう設計した。具体的には，構造解

析上，既設縦梁の剛性 EI のうちヤング率の低減により剛

性低下を表現し，既設縦梁の剛性が新設時の 70%に低下

した場合でも，本対策を実施することにより変形量は新

設時の 80%程度に収まるとともに，長期的に既設梁の剛

性がさらに 50％にまで低下しても，変形量は新設時と同

等となり，梁部材としての耐力を確保している。したが

って，本補強工により，長期的な耐力確保を確実に行う

観点から，山陽新幹線と同等の閾値とする。また，鉄筋

の腐食程度として全面に浮き錆が生じている Level 3（鉄

筋腐食度の非破壊検査にて後述する）を閾値として考え

ている。 

本工法の効果について，実物大の高架橋において劣化

を模擬して梁を損傷させ，その後写真－1 に示す梁補強

工法の試験施工を行った。補強の前後にて，梁に荷重を

載荷したときの変位量から梁の剛性を評価したところ，

梁を劣化させる前の健全な状態よりも変位量が小さく

なり，所要の補強効果があることを確認している。 

 

補強前 補強後梁補強工補強前 補強後梁補強工  
写真－1 耐力補強工法の試験施工 

 

4. 電気化学的鉄筋防錆材注入工法 

東海道新幹線では，平成 12 年からコンクリート橋り
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ょう（高架橋）の経年劣化に対する対策として，ひび割

れの発生箇所を中心に表面保護工を実施している。すで

に構造の一部が劣化した場合においては，表面保護工以

外の方法で鉄筋の腐食を抑制する対策をとることが一

般的である。例えば，著しく中性化が進んでしまったコ

ンクリートに対して，コンクリートを削らずに中の鉄筋

の腐食を防ぐ方法として，再アルカリ化工法がある。し

かし，この工法はコストがかかる上，その効果の持続性

が明確になっておらず 10)，東海道新幹線では採用してい

ない。 

また，中性化が進んだ場合や塩分を含むコンクリート

に対する表面保護工は効果がないことが懸念される。こ

のような場合においても，補修工法選定フローは可能な

限りシンプルでしかも構造物を傷めるような破壊的な

調査項目をできるだけ最小限とすることが望ましいと

考えられる。 

そこで，まったく新しい発想による鉄筋の防食工法

「電気化学的鉄筋防錆材注入工法」を開発した 8),9)。今

回開発した工法は，鉄筋の腐食防止のため，コンクリー

トを削ることなく，直接防錆材を鉄筋に付着させること

が可能である。この工法は，図－5 に示すように，防錆

材の入った水溶液を浸したメッシュをコンクリートの

外側に貼り付け，メッシュ（陽極）と内部の鉄筋（陰極）

を電気的に導通させて，中性化したコンクリートに電気

を流すことによって，正のイオンに電離する防錆材を鉄

筋の方向へ電気泳動させて鉄筋付近に定着させる。 
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OH- OH-

OH-

Cl-
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+ R-NH3

+

－

＋
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Cl-

OH-

OH- OH-

OH-

Cl-
Na+K+ 電流
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+ R-NH3

+

－

＋

鉄筋

直流
電源

外部溶液  
図－5 電気化学的工法の概念図 

 

これによって非常に効率的に防錆材を鉄筋付近まで

送り込むことが可能となり，鉄筋に到達した防錆材は，

鉄筋に付着することで防錆効果を発揮する 8),9)。また，

この工法では，脱塩・再アルカリ化工法と同様に，中性

化していた鉄筋付近のコンクリートをアルカリ性に回

復するとともに，鉄筋腐食を誘発する原因となる塩分を

電気の力によってコンクリートの外の水溶液に流し出

すことが可能である。従来の脱塩や再アルカリ化工法と

比較しても，短時間，経済的に施工できる可能性がある

とともに，最も重要な鉄筋腐食を防ぐ防錆材の注入を可

能とした大変有効な工法であると言える。したがって，

この工法は中性化が鉄筋まで到達している場合には既

に有効であると確認されており 8),9)，また，塩分を多量

に含むため表面保護工が適用できない場合に大いに適

用できる可能性があると期待される。しかもこの特徴に

よって，本工法を採用する大きなメリットは、補修工法

選定のフローにおいて中性化深さや塩分量のような破

壊調査を省略できる可能性があるところにある。 

本工法は既に実物大のコンクリート構造物にて写真

－2 に示す試験施工を実施した結果，脱塩・再アルカリ

化工法に比較して経済的に施工できるとともに，長期間

効果が持続することを確認した。現在，塩分を多量に含

む試験体における本工法の有効性を検証中であり，本工

法を選択する具体的閾値の検討を今後進めていく。 

 

 
写真－2 コンクリート構造物への試験施工 

 

5. 非破壊による鉄筋腐食度評価 

 鉄筋の腐食度を調査する場合，コンクリートをはつり

鉄筋を目視・採取するか，もしくは自然電位・分極抵抗

の測定が用いられる。これらは鉄筋の腐食量を可能な限

り正確に知ることが可能であるが，コンクリートを一部

壊す，あるいは手間がかかるといった課題がある。筆者

らは，腐食ひび割れが発生する前に鉄筋の腐食を検知す

る電磁パルスを活用した非破壊検査手法を研究してお

り，これについては別稿にて報告する。筆者らは，実際

のコンクリート構造物の健全度を把握するにおいては，

鉄筋の腐食量を必ずしも正確に知る必要はなく，腐食レ

ベルの差が判断できれば十分と考えており，現地で非破

壊にて簡易に鉄筋の腐食度を判定できる手法を開発し

ている。鉄筋の腐食が進行することによりコンクリート

表面にひび割れが発生し，錆汁が生じることに着目し，

ポータブル型蛍光Ｘ線分析装置にてコンクリート表面

のひび割れ部の鉄分を含む元素成分を定量的に測定し，

内部鉄筋の腐食度の推定を試みるものである。実際のコ

ンクリート中では主筋のほかスターラップ等の補強筋

があり，主筋の腐食量とコンクリート表面の鉄分量を関

連付けることが最終的な目標であるが，本稿ではまず装

置の有用性および鉄筋の腐食との相関が得られるか，実

験的に検討を行なった。 

測定機器は，写真－3 に示す土壌汚染の環境計測に実

績のあるポータブル型蛍光Ｘ線分析装置を用いた。本装

置は現場で簡易に成分分析ができるとともに，コンクリ

電極メッシュ 外部溶液保持・通電
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ート中の塩化物といった微量の軽元素の検出感度を高

めた機器 11),12)である。 

本装置の有効性を確認するため，鉄筋の腐食度をかえ

た 4 つの供試体（幅 240mm×高さ 360mm×長さ 3000mm

の RC はり部材，かぶり：主鉄筋 38mm）で測定を実施

した。内部鉄筋を早期に腐食させるため，はりを積算電

流量 6.14A·日（以後「Level 1」と呼ぶ），61.40A·day（「Level 

2」）および 170.54A·day（「Level 3」）の 3 種類によって電

食させた。比較のため電食させない試験体（打設してか

ら 2 ヶ月程度自然環境に暴露）を「Level 0」とした。 

測定は，写真－3 に示すように，Level 0 を除く各供試体

において鉄筋を腐食させひび割れが生じた下面を上に

向けて，ひび割れ箇所を任意に 10 測点程度蛍光Ｘ線分

析装置により成分の分析を行った。Level 0 の供試体では

表面から任意に 3 点選定し，同様に分析を行った。各供

試体の測定面の状況を写真－4 に示す。電食の電流を大

きくし，鉄筋の腐食が大きい供試体ほどひび割れからの

錆が多く発生しているように見える。 

 

  

写真－3 ポータブル型蛍光Ｘ線分析装置（左）及び

本装置による測定状況（右） 

  

 
写真－4 各供試体の測定面の状況 

 

また，蛍光Ｘ線分析装置により得られたスペクトルの

一例を図－6 に示す。コンクリートの成分である Ca や

Si のほか，Cl や Fe を検出していることがわかる。Cl は

外部溶液（3%食塩水）からの電食による侵入であると考

えられる。各供試体の測定結果から，鉄筋の腐食が大き

い試験体ほど Fe のスペクトル強度が大きいことがわか

った。また，鉄筋に含まれるその他の元素，例えば Al

や Zn については，もともとの量が微量であることもあ

り，コンクリート表面での有意な差は見られなかった。 
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図－6 測定スペクトルの例 

 

 測定により得られたスペクトルから，各元素の重量百

分率を計算し，鉄分について示したものが図－7 である。 

図より，鉄筋腐食の進んだ試験体ほどひび割れを通っ

てコンクリート表面に鉄分が漏出している傾向が，この

装置により捉えられている。また，本装置によりコンク

リート表面の鉄錆を定量化できることがわかった。 
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図－7 表面の鉄分重量百分率と内部鉄筋の重量減少率 

 

 また，試験終了後に試験体を解体し、鉄筋の重量減少

率を測定した結果，Level 0 で 0%，Level 1 で 2%，Level 

2 で 6%，Level 3 で 15%であった（図－7）。参考に，各

試験体より取り出した鉄筋の腐食度合いを写真－5 に示

す。このことから，鉄筋の腐食による重量減少とひび割

れから生じる錆汁の鉄分量とは相関があると言える。本

試験においては，試験体の種類や試験条件が少ないこと

から，鉄分量と鉄筋腐食量との定量的関係式の提案には

至らないが，今後試験を積み重ねることで，現場に持ち

込んだポータブル型蛍光Ｘ線分析装置による鉄分の測

定量から内部鉄筋の腐食量を推定できる可能性がある。

その結果，鉄筋の残存耐力から構造物が現在保有する耐

力や性能を知ることができると考えている。 

Level 0 Level 1 

Level 2 Level 3 
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 写真－5 各レベル試験体中の鉄筋の腐食状況 

 

この手法を確立するためには，鉄筋の腐食度に加え，

今後は鉄筋径やかぶり厚，コンクリート強度などをパラ

メータとした数多くの試験を実施する必要がある。また，

鉄筋の腐食がごく微量の場合を含めより詳細な鉄筋腐

食量を推定するために，鉄筋の腐食と相関がある鉄分以

外の成分についても今後研究を行う。さらに，本装置は

ポータブルで現場での測定が可能であることが特徴で

あるが，現場のコンクリート構造物はそれぞれ環境条件

が異なるため，環境条件による違いがコンクリート表面

の元素成分に及ぼす影響を，現場での測定実績を積み重

ねて解明する必要がある。これらの研究の成果から，補

修工法を選定するフローに取り入れるために閾値を設

定するとともに，現場において標準的に測定が可能なマ

ニュアル作りを目標として引き続き研究を行う。 

 

6. おわりに 

 本稿では，東海道新幹線における新しい補修フローを

提案した。 

鉄筋の腐食が進行し，公称安全率が低下した構造物を

含む劣化が進んだ場合の補修工法として，これまでの全

断面修復工法にかわり耐力を補強する工法を提案した。 

中性化が進んでいる構造物や塩分を多量に含む構造物

において一般的に採用されている脱塩・再アルカリ化工

法にかわり，経済的で長期的な鉄筋腐食抑制効果が期待

できる電気化学的鉄筋防錆材注入工法を開発し，これを

選択肢として取り入れた。引き続き本工法の研究を進め，

具体的な本工法の採用基準を定めるものとする。鉄筋の

腐食度の評価手法として，鉄筋の採取や分極抵抗値の測

定などの手法と比較して，非破壊でかつ簡易に測定，評

価する方法として，ポータブル型蛍光Ｘ線分析装置の有

効性を検証した。本装置により，定量的にコンクリート

表面の鉄分量を測定することが可能であり，内部の鉄筋

腐食量との相関から，鉄筋の腐食度を推定できる可能性

を示した。今後は，パラメータと試験条件を増やし，鉄

分量と鉄筋腐食量との関係式を見出すとともに，現場で

の環境条件を考慮した標準的な測定方法および評価方

法について研究を進める。 

 本フローは一般的なコンクリート構造物の維持管理

においても適用が可能であり，汎用性のあるものとなる

よう引き続き研究を進めることとしたい。 
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